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要請書 

 

 

貴職におかれましては、益々ご活躍のこととお慶び申し上げます。また、日頃は

当会の活動に対しましてご高配を賜り、深く感謝申し上げます。 

 

新型コロナウイルス感染症は、広範囲にわたって社会・経済活動の停滞を招き、雇

用や生活に大きな影響を与えました。従前から存在していた男女間の賃金格差は拡大

しており、女性の占める割合が高い非正規雇用の不安定さが顕著になるなど、様々な

負の影響を及ぼしています。 

 

しかし、非正規雇用が多い女性は失業等により再就職を断念し、非労働力化する傾

向があることが指摘され、中には、暴力やハラスメント、権利侵害を受けやすい売春

的行為で生活費を捻出せざるを得ない人たちもいると言われています。このような実

態を放置せず、統計上可視化させることも第 5 次男女共同参画基本計画の着実な実行

を後押しすると考えます。 

 

政府の第 5 次男女共同参画基本計画では「2020 年代の可能な限り早期に指導的地

位に占める女性の割合が 30％程度となるよう目指して取組を進める」こととともに、

「非正規雇用労働者の待遇改善、正規雇用労働者への転換の支援」が謳われています。

日本経済の成長の鍵となり得る、女性がスキルアップ、キャリアアップを同時にはか

ることを可能とする環境を早急に整備し、女性の経済的自立を実現するためには、男

女平等参画に関する取り組みを強力に進める必要があります。 

 

近年、女性活躍の状況が企業への投資判断で重視されており、女性活躍推進に関す

る情報は、将来の業績予想や投資判断の際の有効な指標であると考えられています。

多様な人材、特に優秀な人材の確保や、意思決定・判断に多様性を浸透させることが

注目されるなかで、企業価値を高めるためにもこの取り組みは重要となっています。 

 

連合滋賀は、関係各機関と緊密な連携をはかりつつ、働く女性をはじめすべての

労働者の待遇改善の促進、就業環境の整備に向けて努力する所存です。つきまして

は、別紙の事項の実現に向けて対処していただきますよう、要請いたします。 
 

 



 

 

要請事項 

 

 

１．雇用創出と生活困窮者への支援 

○ コロナ禍により大きな打撃を受けた非正規雇用で働く女性、ＤＶ（ドメスティッ

ク・バイオレンス）等により生活に困窮した女性とその家族に対し、公的相談・

支援体制、生活困窮者自立支援制度の財源、包括的かつ伴走型の実施体制を強化

することに加え、困窮する当事者の存在を地域で把握し、支援につなげる仕組み

づくりを進める。 

○ 育ち盛りの子どもや子育て世帯にとって地域の中での居場所となるよう、子ど

も食堂を地域と連携できるよう支援する。運営にあたっては、民間団体が行う直

接的な支援に対する助成を強化するとともに、宿泊・シェルター施設の設置や、

一部では行われている食料・衛生用品等を特別に提供する対策を行う。また、子

どもの貧困の解消に向けて、ひとり親家庭への総合的な支援などを強化する。 
 

２．仕事と育児・介護、不妊治療等が両立できる就業環境の整備 

○ 男性の育児休業取得促進など、仕事と育児の両立支援を強化するため、2022 年

4 月より順次施行されている改正育児・介護休業法にもとづく新たな休業や措置

等について幅広く周知し、積極的な取り組みを促進する。 

○ 育児・介護にかかる支援サービス諸制度について、新型コロナウイルス感染症に

関する特例措置の変更や終了に関する情報提供を含め、事業主が行う職場にお

ける相談窓口の設置等の取り組みを積極的に支援する。 

○ 母子手帳の交付時に、出産や育児で受けられる各種支援制度や仕事と家庭の両

立のための制度や助成金に関する情報提供を充実させる。 

○ 不妊治療について、保険適用による影響を把握し、可能な限り広く治療法を選択

できるよう、自由診療に対する助成制度を設けるとともに、不妊専門相談センタ

ー事業や不妊症・不育症支援ネットワーク事業などの各種相談支援事業を周知

啓発する。 

 

３．女性の活躍とジェンダー平等で多様性を認め合う社会の実現 

○ 政府の「第 5 次男女共同参画基本計画」でも、「2020 年代の可能な限り早期に

指導的地位に占める女性の割合が 30%程度となるよう目指して取り組みを進め

る」との目標が掲げられていることを踏まえ、女性活躍推進法の特定事業主行

動計画にもとづき、政府先機関や地方自治体の各役職段階における職員の給与

の差異とその要因分析を、職員団体とも協議して積極的に公表する。 

○ ハラスメント対策関連法（改正労働施策総合推進法等）に関する指針や通達等を

踏まえ、就業環境の整備の取り組みを推進するとともに、未然防止を含めたハラ

スメントの抑止・根絶に向けた啓発活動や、倫理的な消費行動を促す消費者教育

を推進し、社会規範の制定をめざす。 

○ ＤＶを含む人権擁護、ハラスメント被害、性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）に関す

る差別など、様々なジェンダー課題で被害を受けた方々にきめ細かな対応がで

きるよう、啓蒙活動や職員に対する研修を継続的に実施する。 

○ 性的指向・性自認に関する偏見にもとづく言動も含め、すべての職員が、性的指



向・性自認に関する差別や、仕事と不妊治療の両立等への理解を深め、様々なジ

ェンダー課題に対応できるよう、継続的に研修を実施する。 

○ 同性カップルを地方自治体が証明したり、宣誓を受け付けたりすることを可能

とする同性パートナーシップ制度について、滋賀県としての制度の導入とあわ

せ、滋賀県下で未導入の基礎自治体に対して制度の創設を促すとともに、すでに

導入済みの地域においても、制度に対する住民の理解や普及の促進をはかり、性

的指向・性自認に関する差別を禁止する法制度の整備に向けて世論を喚起する。 

 

以 上 


